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日付：令和3年3月 

新旧対照表 

○埼玉県動物愛護管理推進計画（第二次改定版） 

 

改 正 後 現   行 

目次 目次 

計画の見直しにあたって 計画の見直しにあたって 

第１章 計画の概要 第１章 計画の概要 

第１節 計画策定の趣旨 第１節 計画策定の趣旨 

第２節 計画の基本的性格 第２節 計画の基本的性格 

第３節 計画の期間 第３節 計画の期間 

第４節 計画の見直し 第４節 計画の見直し 

参考：国の基本指針（施策別取組の概要） 参考：国の基本指針（概要） 

第２章 動物の愛護及び管理に関する現状と課題 第２章 動物の愛護及び管理に関する現状と課題 

第１節 動物をとりまく社会背景の変化 第１節 動物をとりまく社会背景の変化 

第２節 埼玉県の現状 第２節 埼玉県の現状 

第３節 埼玉県の動物愛護管理行政 第３節 埼玉県の動物愛護管理行政 

第４節 主要課題 第４節 主要課題 

第３章 課題に対する施策展開 第３章 課題に対する施策展開 

第１節 適正飼養の推進 第１節 適正飼養の推進 

第２節 殺処分数の削減 第２節 殺処分数の削減 

第３節 動物取扱業の適正化 第３節 動物取扱業の適正化 

第４節 地域活動の推進 第４節 地域活動の推進 

第５節 県民と動物の安全確保 第５節 県民と動物の安全確保 

第４章 計画の推進 第４章 計画の推進 

第１節 計画の周知 第１節 計画の周知 

第２節 関係機関との連携 第２節 関係機関との連携 

第３節 推進体制の整備 第３節 推進体制の整備 

第４節 計画の進行管理 第４節 計画の進行管理 

 

  

 

  

計画の見直しにあたって 

 

計画の見直しにあたって 

 

埼玉県は、県の動物愛護管理行政の方向性や具体的な施策を示す中長期 埼玉県動物愛護管理推進計画（以下「本計画という。」）は、本県の動物



2/23  

改 正 後 現   行 

的な計画として、平成２０年３月に「埼玉県動物愛護管理推進計画（以下

「本計画」という。）」を策定し、人と動物が共生する社会の実現に向けて、

動物の適正飼養の推進をはじめ、犬猫殺処分数の削減、返還及び譲渡の

推進、民間ボランティアとの連携体制の確保などの施策を展開しており

ます。 

本計画の策定後、国が定めている「動物の愛護及び管理に関する施策

を総合的に推進するための基本的な指針（平成１８年環境省告示第１４

０号、以下「基本指針」という。）」が平成２５年８月に改正され、また

「動物の愛護及び管理に関する法律（昭和４８年法律第１０５号、以下

「動物愛護管理法」という。）」の一部を改正する法律が平成２５年９月

に施行されたことから、平成２７年３月に推進計画の第一次改定を行い、

県の動物愛護管理行政の更なる推進を図ってきました。 

今般、国の基本指針が令和２年４月に改正され、動物愛護管理法の一

部を改正する法律が令和２年６月に施行されたことから、これらの改正

内容を踏まえ、本計画の第二次改定を行いました。 

このたびの改定では、社会情勢の変化や各施策の進捗状況に合わせて

計画内容を修正するとともに、計画期間を令和１２年度までといたしま

した。 

今後も引き続き、県民の皆さまとともに、私たちの良きパートナーであ

る動物と共生する社会を目指し、本計画を基本として本県の動物愛護管理

行政を進めてまいります。 

どうぞ、皆さまの御理解、御協力をお願いいたします。 

 

愛護管理行政の方向性や進めていく施策を示す中長期的な計画として、平

成２０年３月に、平成２９年度を最終年度として策定いたしました。 

この計画に基づき、現在、動物の適正飼養の推進をはじめ、犬猫殺処

分数の削減、返還及び譲渡の推進、民間ボランティアとの連携体制の確

保などの施策を展開しております。 

このたび、国が定めている「動物の愛護及び管理に関する施策を総合

的に推進するための基本的な指針（以下「基本指針」という。）」が平成

２５年８月に改正され、また「動物の愛護及び管理に関する法律（以下

「動物愛護管理法」という。）」の一部を改正する法律が平成２５年９月

に施行されました。 

 

 

そこで、これまでの施策の推進の度合いや目標の達成状況についての

検証を行い、更なる動物愛護の推進を図るために本計画を見直しました。

また、計画の期間を改め、平成３５年度までといたしました。 

 さらに、計画の内容については、社会情勢の現状や各施策の進捗状況に

合わせて修正いたしました。 

 

今後も引き続き、県民の皆さまとともに、私たちの良きパートナーであ

る動物と共生する社会を目指し、本計画を基本として本県の動物愛護管理

行政を進めてまいります。 

どうぞ、皆さまの御理解、御協力をお願いいたします。 

第１章 計画の概要 

 

第１章 計画の概要 

 

第１節 計画策定の趣旨 第１節 計画策定の趣旨 

少子高齢化、核家族化の進行に伴い、動物（ペット）の存在も単なる愛

玩目的に留まらず、伴侶動物として、家族の一員に迎え入れられるように

なってきました。 

  また、人びとの価値観の多様化やライフスタイルの変化に伴い、犬や猫

のような身近な動物に加え、今まであまりなじみのなかった外来動物まで

もがごく普通に飼養されるようになりました。 

  こうした動物を取り巻く状況の変化に伴い、行政に寄せられる相談や要

望も多様かつ複雑なものとなってきています。今後、動物を巡る諸問題を

少子高齢化、核家族化の進行に伴い、動物（ペット）の存在も単なる愛

玩目的に留まらず、伴侶動物として、家族の一員に迎え入れられるように

なってきました。 

  また、人びとの価値観の多様化やライフスタイルの変化に伴い、犬や猫

のような身近な動物に加え、今まであまりなじみのなかった外来動物まで

もがごく普通に飼養されるようになってきました。 

  こうした動物を取り巻く状況の変化に伴い、行政に寄せられる相談や要

望も多様かつ複雑なものとなってきています。今後、動物を巡る諸問題を
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解決していくには、飼い主や事業者など動物と直接関わりをもつ人びとだ

けでなく、地域の理解や協力が不可欠であると言えるでしょう。 

  埼玉県では、動物に関わる全ての人びとが互いに理解を深め、人と動物

が共生する社会の実現を目指しています。そこで、動物の愛護及び管理に

関する施策の方向性や中長期的な目標を具体的に定めるとともに、継続性

のある施策展開を図るための指標として、本計画を策定しています。 

 

解決していくには、飼い主や事業者など動物と直接関わりをもつ人びとだ

けでなく、地域の理解や協力が不可欠であると言えるでしょう。 

  埼玉県では、動物に関わる全ての人びとが互いに理解を深め、人と動物

が共生する社会の実現を目指しています。そこで、動物の愛護及び管理に

関する施策の方向性や中長期的な目標を具体的に定めるとともに、継続性

のある施策展開を図るための指標として、本計画を策定しています。 

 

第２節 計画の基本的性格 第２節 計画の基本的性格 

本計画は、動物愛護管理法第５条に基づき環境大臣が定める基本指針に

即して、動物愛護管理法第６条に基づき埼玉県内における施策を推進する

ために策定するものです。これにより、動物の愛護及び管理に関する施策

の長期的な目標と全体像を明らかにし、県民の間に共通認識の形成を図る

ものです。 

  なお、本計画の実施対象区域については、原則として県内の政令指定都

市及び中核市を含みます。 

 

本計画は、動物愛護管理法第５条に基づき環境大臣が定める基本指針に

即して、動物愛護管理法第６条に基づき埼玉県内における施策を推進する

ために策定するものです。これにより、動物の愛護及び管理に関する施策

の長期的な目標と全体像を明らかにし、県民の間に共通認識の形成を図る

ものです。 

  なお、本計画の実施対象区域については、原則として県内の政令市及び

中核市を含みます。 

 

第３節 計画の期間 第３節 計画の期間 

本計画の期間は、令和３年（２０２１年）度から令和１２年（２０３０

年）度までの１０年間とします。 

 

本計画の期間は、平成２６年（２０１４年）度の改正日から平成３５年

（２０２３年）度までとします。 

第４節 計画の見直し 第４節 計画の見直し 

動物をとりまく状況の変化に適時・的確に対応するため、本計画策定後

の施策の進捗状況や目標の達成状況に応じて、適宜施策の実施方法の検討

を行うとともに、計画改正後５年を経過した令和８年（２０２６年）度を

目途として、本計画の見直しを行います。 

 

動物をとりまく状況の変化に適時・的確に対応するため、本計画策定後

の施策の進捗状況や目標の達成状況に応じて、適宜施策の実施方法の検討

を行うとともに、計画改正後概ね５年目に当たる平成３１年（２０１９年）

度を目途として、本計画の見直しを行います。 

 

参考：国の基本指針（施策別取組の概要） 参考：国の基本指針（概要） 

（１）普及啓発・多様な主体との相互理解の醸成 

 ・動物愛護週間行事や適正飼養講習会等の実施、各種普及啓発資料の作

成及び配布等による教育活動や広報活動等の実施 

 ・動物の愛護及び管理に関する考え方や動物の取扱いに関する行動規範

を中長期的に検討 

 ・動物の展示利用の意義と課題及び動物の取扱いに関する基本的考え方

の整理・検討 

１ 動物の愛護及び管理に関し実施すべき施策に関する基本的な方針 

（１）国民的な動物の愛護及び管理に関する取組の推進 

・国民の間における共通した理解の形成 

・幅広い層に対し自主的な参加を促すことができる施策の展開 

（２）長期的視点からの総合的・体系的アプローチ 

 ・国民のライフスタイルや価値観等の在り方に深く関わる性質上、施策

の効果や結果がすぐには現れにくいため長期的視点で総合的、体系的
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（２）適正飼養の推進による動物の健康及び安全の確保並びに返還・譲渡

の促進 

 ・終生飼養、不妊・去勢措置の徹底、所有明示措置の推進及び遺棄の防

止等により犬・猫の引取りの減少を図る 

 ・譲渡に適する動物の返還及び適正な譲渡促進により、令和 12 年度の

殺処分数の平成 30年度比 50％減を目指す 

 ・譲渡が適切でない動物（治癒困難、攻撃性等）及び引取り後死亡する

動物については、飼い主責任の徹底や無責任な餌やりの防止により結果

的に減らす 

 ・団体への適正な譲渡の推進に向けた現状や課題の整理及び対応の検討 

 ・返還又は譲渡の促進に向けた動物愛護管理センターの施設整備の推進 

 ・虐待等の罰則が強化されたこと及び虐待の通報が獣医師に義務づけら

れたことの周知徹底 

 ・遺棄及び虐待の防止に向けた警察との連携の推進 

（３）周辺の生活環境の保全と動物による危害の防止 

 ・地域猫活動の在り方に関する検討及び適切な情報発信 

 ・無責任な餌やり行為が望ましくないことについての普及啓発の強化 

 ・所有者のいない子犬及び子猫の発生を防止するための取組の推進 

 ・多頭飼育問題等不適正な飼養への対応に向けた、福祉部局等との連携

の強化及びガイドラインの作成 

 ・特定動物の愛玩目的飼養が禁止されたことの周知及び遵守の徹底 

（４）所有明示（個体識別）措置の推進 

 ・マイクロチップ装着等について遺棄の防止や返還の促進を図る効果的

な制度運用に向けた検討 

 ・所有明示措置の必要性に関する啓発の推進及びマイクロチップ装着等

の義務対象範囲の検討 

（５）動物取扱業の適正化 

 ・登録制度の遵守に加え、新たな規制（遵守基準の具体化、勧告及び命

令の権限強化等）の着実な運用 

 ・地方公共団体の動物取扱業者に対する周知等に対する国の支援を検討 

 ・優良業者育成及び業界資質の向上のための動物取扱業者等の主体的な

取組の促進 

（６）実験動物の適正な取扱いの推進 

 ・「３Ｒの原則」や実験動物の飼養保管等基準の周知推進及び遵守徹底 

  ＊３Ｒ：代替法の活用（Replacement）、使用数の削減（Reduction）、

に取り組む 

（３）関係者間の協働関係の構築 

  ・適切な役割分担の下に、関係者のネットワークが国及び地域のレベル

において重層的に作られていくようにする 

  ・関係者間相互の共通認識の形成がしやすくなるように、施策の目標及

びその目標達成のための手段等については、できる限り定量的かつ客

観的な内容を備えたものとする 

（４）施策の実行を支える基盤の整備 

  ・動物愛護推進員の委嘱の推進 

  ・動物愛護団体、業界団体等の育成支援 

  ・動物愛護管理施設等の拡充 

  ・調査研究の推進等による（専門的）知見の拡充 

２ 動物の適正な飼養及び保管を図るための施策に関する事項 

（１）適正飼養の推進による動物の健康と安全の確保 

 ・不妊去勢措置の推進 

 ・安易な飼養の抑制 

 ・動物取扱業者の販売時における説明・指導の徹底 

  ・インターネット等を活用した返還、譲渡の推進 

  ・適正な飼養方法や虐待等の罰則が強化されたことの周知徹底 

  ・遺棄及び虐待の防止に向けた警察との連携の推進 

（２）動物による危害や迷惑問題の防止 

・飼い主のいない猫を生み出さないための取組の推進 

・特定動物の販売に関する指導の徹底 

（３）動物取扱業の適正化 

  ・登録制度の遵守を推進 

  ・新たな規制（犬猫等販売業、第二種動物取扱業等）の着実な運用 

  ・優良業者育成策の検討による業界資質の向上 

３ 動物の愛護及び管理に関する普及啓発に関する事項 

（１）普及啓発 

  ・動物愛護週間行事や適正講習会等の実施 

  ・各種普及啓発資料の作成、配布等による教育活動や広報活動等の実施 

（２）所有明示（個体識別）措置の推進 

・当該措置の必要性に関する意識啓発 

・所有者明示措置（特にマイクロチップ）の普及のための基盤整備 

４ 動物の愛護及び管理に関する施策を実施するために必要な体制の   
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苦痛の軽減（Refinement） 

 ・基準の遵守状況の実態把握及び公表 

 ・実験動物の飼養保管のための施策の在り方についての検討 

（７）産業動物の適正な取扱いの推進 

 ・地方公共団体の畜産部局及び公衆衛生部局との効果的な連携強化の検

討 

 ・産業動物の飼養保管基準の周知や遵守の徹底 

（８）災害対策 

 ・都道府県以外の地方公共団体の地域防災計画等における動物の取扱い

等に関する位置付けの明確化 

 ・地域の実情に応じたペットの一時預かりやペット連れ被災者に対する

避難所等での対応が適切に行われるよう体制整備の推進 

 ・ペットを連れた防災訓練の実施等による、飼い主や動物取扱業者等へ

の避難対策の周知等の必要な体制整備の推進 

 ・被災地以外の自治体や民間団体との広域的協力体制の整備の推進 

（９）人材育成 

 ・国による行政担当者の専門知識や技術の習得に対する支援 

 ・地方公共団体等における協議会の設置及び動物愛護推進員等の委嘱の

推進 

 ・官民連携事業の推進による専門的知識及び技能を保持する人材の育成 

（10）調査研究の推進 

 ・動物虐待等の該当性についての客観的な判断基準の分析・評価 

 ・アニマルウェルフェアや動物愛護の考え方、課題、留意点等の整理 

 ・動物の殺処分方法について、基本的考え方や具体的手法を再整理 

 ・諸外国の制度や国内における動物の飼養保管の実態等に係る情報収集

の実施 

 

 

整備（国、関係地方公共団体、民間団体等との連携の確保を含む。）に

関する事項 

（１）人材育成 

・担当職員の専門的な知識、技術の習得に対する支援 

・協議会の設置、動物愛護推進員の委嘱推進 

  ・官民連携事業の推進 

（２）調査研究の推進 

・幼齢の犬猫を親等から引き離しても良い時期に関する科学的知見の 

充実 

・マイクロチップの普及促進や販売時装着に係る方策の調査研究 

・諸外国の制度や国内における罰則適用等に係る情報収集の実施 

５ その他動物の愛護及び管理に関する施策を推進するために必要な   

事項 

（１）実験動物の適正な取扱いの推進 

・「３Ｒ」の原則や実験動物の飼養保管等基準の周知 

  ＊３Ｒ：代替法の活用（Replacement）、使用数の削減（Reduction）、

苦痛の軽減（Refinement） 

・実験動物に関する国際的な規制の動向や科学的知見に関する情報収集 

（２）産業動物の適正な取扱いの推進 

 ・産業動物の性格に応じた動物愛護管理の必要性に関する普及啓発 

 ・災害時における産業動物の取扱いに関する情報共有及び検討 

（３）災害対策 

・動物愛護管理推進計画及び地域防災計画における動物の取扱い等に関 

する位置付けの明確化 

・同行避難や放浪動物の救護等が適切に行える体制の整備 

・逸走防止や所有者明示等の所有者責任の徹底 

・民間団体との協力や自治体間での広域的対応体制の整備の推進 

 

第２章 動物の愛護及び管理に関する現状と課題 

 

第２章 動物の愛護及び管理に関する現状と課題 

 

第１節 動物をとりまく社会背景の変化 第１節 動物をとりまく社会背景の変化 

ペットを単なる愛玩目的の存在ではなく、人生の伴侶として人びとの暮

らしに癒しと潤いを与えてくれる家族のような存在として位置付ける人

が増えてきました。 

ペットを単なる愛玩目的の存在ではなく、生涯の伴侶として人びとの暮

らしに癒しと潤いを与えてくれる家族のような存在として位置付ける人

が増えてきました。 
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  その一方で、流行を追い求めるかのように時の話題となった特定の動物

種に人気が集中し、動物たちが一過性のブームとして扱われているという

現実もあります。 

  また、人びとの価値観の多様化やライフスタイルの変化に伴い、犬や猫

のような身近な動物以外にも様々な動物がペットとして飼われるように

なり、今まであまりなじみのなかった動物たちも海外から輸入されるよう

になりました。 

  好みの動物種や向き合う姿勢こそ様々ですが、動物と生活を共にする人

の数は、確実に増加してきました。 

  こうしたペット飼育人口の増加や飼育動物種の多様化に後押しされ、ペ

ット業界に参入する事業者も増えています。これまでにないペットブーム

の幕開けとともに、動物に関する様々な問題も発生するようになりまし

た。 

  飼育マナーの欠如による近隣への迷惑行為や依然として後を絶たない

ペットの遺棄はもとより、動物を故意に傷つける虐待事件、ペット業者の

経営破綻による多数の動物遺棄事件、さらに、捨てられた外来生物による

日本固有の生態系の変化などがその例です。 

  こうした背景を踏まえ、平成１７年に動物愛護管理法の改正が行われ、

動物取扱業の登録制など新たな規定が盛り込まれました。 

  また、平成２４年の動物愛護管理法の改正（平成２５年９月施行）では、

動物取扱業の適正化や多頭飼育による周辺の生活環境悪化の防止、災害発

生時の動物救護対策などの規定が追加されました。 

  そして、令和元年の動物愛護管理法の改正（令和２年６月から令和４年

６月にかけて段階的に施行）では、特定動物（人の生命、財産等に害を加

えるおそれがある動物）の愛玩目的飼養の禁止や動物取扱業者への指導及

び監視の強化、所有明示措置の推進、愛護動物の虐待等の罰則強化などの

さらなる規制の強化が行われました。 

  犬や猫などの平均寿命が延伸していることもあり、今後、私たちとペッ

トの関係は、ますます密接なものになっていくでしょう。 

  しかし、同時に一定の節度をもって動物と接し、社会生活の構成員とし

て必要なルールを守っていくことも求められます。 

  『飼い主としての責任を持って飼う』、どんなに社会が変化してもこの

原則が変わることはありません。 

 

  その一方で、流行を追い求めるかのように時の話題となった特定の動物

種に人気が集中し、動物たちが一過性のブームとして扱われているという

現実もあります。 

  また、人びとの価値観の多様化やライフスタイルの変化に伴い、犬や猫

のような身近な動物以外にも様々な動物がペットとして飼われるように

なり、今まであまりなじみのなかった動物たちも海外から輸入されるよう

になりました。 

  好みの動物種や向き合う姿勢こそ様々ですが、動物と生活を共にする人

の数は、確実に増加する傾向にあると言えます。 

  こうしたペット飼育人口の増加に後押しされ、ペット業界に参入する事

業者も増えています。これまでにないペットブームの幕開けとともに、動

物に関する様々な問題も発生するようになりました。 

 

  飼育マナーの欠如による近隣への迷惑行為や依然として後を絶たない

ペットの遺棄はもとより、動物を故意に傷つける虐待事件、ペット業者の

経営破綻による多数の動物遺棄事件、さらに、捨てられた外来生物による

日本固有の生態系の変化などがその例です。 

  こうした背景を踏まえ、平成１７年に動物愛護管理法の改正が行われ、

動物取扱業の登録制など新たな規定が盛り込まれました。 

  また、平成２４年の動物愛護管理法の改正（平成２５年９月施行）では、

動物取扱業の適正化や多頭飼育による周辺の生活環境悪化の防止、災害発

生時の動物救護対策などの規定が追加されました。 

 

 

 

 

 

  今後、私たちとペットの関係は、ますます密接なものになっていくでし

ょう。 

  しかし、同時に一定の節度をもって動物と接し、社会生活の構成員とし

て必要なルールを守っていくことも求められます。 

  『飼い主としての責任を持って飼う』、どんなに社会が変化してもこの

原則が変わることはありません。 
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第２節 埼玉県の現状 第２節 埼玉県の現状 

 本県の人口は、平成１４年に７００万人を超え、平成２７年の国勢調査

では、全国で５番目に人口の多い県となっています。 

  一般にペットの飼育割合も人口に比例すると考えられます。例えば、本

県における狂犬病予防法に基づいた犬の登録数は、全国第５位（平成３０

年度）ですが、このことから、猫やその他の動物についても、本県が全国

有数の保有県であると推測されます。 

  また、県民の平均年齢も全国で６番目に若く（平成２７年国勢調査）、

核家族世帯が多いことも本県の特徴です。急速な地域開発による都市型生

活環境の拡大と相まって、近隣とのつながりの希薄化が予測され、動物に

関するトラブルを巡って当事者間の対立が深刻化することも懸念されま

す。 

  さらに、大規模災害の発生時には都市部を中心とした多くの被災者とと

もに、被災するペットも多数発生することが予想されます。 

 

 本県の人口は、平成１４年に７００万人を超え、平成２２年の国勢調査

では、全国で５番目に人口の多い県となっています。 

  一般にペットの飼育割合も人口に比例すると考えられます。例えば、本

県における狂犬病予防法に基づいた犬の登録数は、全国第５位（平成２５

年度）ですが、このことから、猫やその他の動物についても、本県が全国

有数の保有県であると推測されます。 

  また、県民の平均年齢も全国で５番目に若く（平成２２年国勢調査）、

核家族世帯が多いことも本県の特徴です。急速な地域開発による都市型生

活環境の拡大と相まって、近隣とのつながりの希薄化が予測され、動物に

関するトラブルを巡って当事者間の対立が深刻化することも懸念されま

す。 

  さらに、大規模災害の発生時には都市部を中心とした多くの被災者とと

もに、被災するペットも多数発生することが予想されます。 

 

第３節 埼玉県の動物愛護管理行政 第３節 埼玉県の動物愛護管理行政 

（略） 

 

（略） 

 

第４節 主要課題 第４節 主要課題 

本計画において積極的な施策の推進が求められる動物の愛護及び管理

に関する主な課題は、次のとおりです。 

（１）適正飼養の推進 

動物の鳴き声、糞尿等による周辺への迷惑行為や多頭飼育に伴う迷惑行

為をはじめ、無計画な繁殖行為がもたらす動物の遺棄や動物虐待などの問

題を是正するため、飼い主（動物の所有者。所有者以外の者が飼養又は保

管する場合はその者を含む。以下同じ。）の適正な飼養管理を推進する必

要があります。 

（２）殺処分数の削減 

 保健所等に収容され不幸にも殺処分される動物の数を継続して削減し

ていくことが必要です。 

  特に、犬の殺処分数が大幅に減少しているのに対し、猫の殺処分数は

年々減少しているものの、犬に比べて依然多く、令和元年度には猫の殺処

分数は犬の約６倍となっており、早急な対応が求められています。 

（３）動物取扱業の適正化 

本計画において積極的な施策の推進が求められる動物の愛護及び管理

に関する主な課題は、次のとおりです。 

（１）適正飼養の推進 

動物の鳴き声、糞尿等による周辺への迷惑行為や多頭飼育に伴う迷惑行

為をはじめ、無計画な繁殖行為がもたらす動物の遺棄や動物虐待などの問

題を是正するため、飼い主の適正な飼養管理を推進する必要があります。 

 

 

（２）殺処分数の削減 

 県に収容され不幸にも殺処分される動物の数を大幅に削減していくこ

とが必要です。 

  特に、犬の殺処分数が年々減少しているのに対し、猫の殺処分数は減少

しているものの、犬に比べて依然多く、近年では猫の殺処分数は犬の約３

倍となっており、早急な対応が求められています。 

（３）動物取扱業の適正化 
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 平成１７年の動物愛護管理法の改正により、ペットショップなどの動物

取扱業を営むには知事（政令指定都市及び中核市は、各市長）の登録を受

けることが義務付けられました。 

 また、平成２４年９月の動物愛護管理法改正では、販売業者をはじめと

する動物を取扱う者全般に対する規制が更に強化され、翌平成２５年９月

から施行されました。 

 さらに、令和元年６月の動物愛護管理法改正では、特定動物の愛玩目的

飼養の禁止や動物取扱業者への指導及び監視の強化、所有明示措置の推

進、愛護動物の虐待等の罰則強化などが規定され、令和２年６月から令和

４年６月にかけて段階的に施行されることになりました。 

  登録制度等の着実な運用により、県内の動物取扱業者の資質の向上を図

ることはもとより、ペットショップ等の利用者に対しても事業者に標識等

の掲示や販売前の事業所における現物確認及び対面説明の実施などが義

務付けられたことの周知を図っていく必要があります。 

（４）地域活動の推進 

動物が介在する問題には、地域社会に密着したものも多く、そのような

問題の解決には、地域の実情に応じた取り組みが重要となります。特に、

飼い主の社会的責任の自覚や地域住民の理解を促していく上で、ボランテ

ィアや関係団体の協力は、不可欠であることから、こうした人材の育成や

ネットワークの構築が求められています。 

（５）県民と動物の安全確保 

 室内飼養されるペットが増え、動物と親密にふれあう機会が増えたこと

により感染リスクも増加している「人と動物の共通感染症（動物由来感染

症、人獣共通感染症）」について、感染防止対策の推進が求められます。 

  また、野犬等の収容や動物愛護管理法により知事（政令指定都市及び中

核市は、各市長）の飼養許可を受けなければならない特定動物（人の生命、

財産等に害を加えるおそれがある動物）の飼養施設への監視及び指導の徹

底が求められます。 

  さらに、平常時から災害に備えた準備をするよう飼い主へ啓発するとと

もに、大規模災害が発生した場合における被災したペットの救護体制等に

ついても整備する必要があります。 

 

 平成１７年の動物愛護管理法の改正により、ペットショップなどの動物

取扱業を営むには知事（政令市及び中核市は、各市長）の登録を受けるこ

とが義務付けられました。 

 また、平成２４年６月には、政令の改正により業種が追加され、動物取

扱業の対象範囲が拡大されました。 

 

 さらに、同年９月の動物愛護管理法改正では、販売業者をはじめとする

動物を取扱う者全般に対する規制が更に強化され、翌平成２５年９月から

施行されました。 

 

  登録制度や届出制度の着実な運用により、県内の動物取扱業者の資質の

向上を図ることはもとより、ペットショップ等の利用者に対しても事業者

に標識等の掲示や販売前の現物確認及び対面説明の実施などが義務付け

られたことの周知を図っていく必要があります。 

（４）地域活動の推進 

動物が介在する問題には、地域社会に密着したものも多く、そのような

問題の解決には、地域の実情に応じた取り組みが重要となります。特に、

飼い主の社会的責任の自覚や地域住民の理解を促していく上で、ボランテ

ィアや関係団体の協力は、不可欠であることから、こうした人材の育成や

ネットワークの構築が求められています。 

（５）県民と動物の安全確保 

 室内飼養されるペットが増え、動物と親密にふれあう機会が増えたこと

により感染リスクも増加している「人と動物の共通感染症（動物由来感染

症、人獣共通感染症）」について、感染防止対策の推進が求められます。 

  また、野犬等の収容や動物愛護管理法により知事（政令市及び中核市は、

各市長）の飼養許可を受けなければならない特定動物（人の生命、財産等

に害を加えるおそれがある動物）の飼養施設への監視及び指導の徹底が求

められます。 

  さらに、大規模災害が発生した場合における被災したペットの救護体制

等についても整備する必要があります。 

 

 

第３章 課題に対する施策展開 

 

第３章 課題に対する施策展開 
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第１節 適正飼養の推進 第１節 適正飼養の推進 

１ 現 状 

◇犬の登録（飼養）頭数は、平成２３年度をピークに、近年は減少へと転

じています。 

◇また、県内における猫の飼養数は、約５５万１千頭となっています。 

 （令和元年度推定値） 

◇全体的な苦情相談件数は、平成２３年度をピークに、近年は減少傾向へ

と転向しています。犬に関するものが年々減少している一方で、猫に関

するものはほぼ横ばいの状況にあります。 

◇犬や猫について迷惑だと感じたことの内容について県政サポーターア

ンケートを実施したところ、「飼育される犬や猫が道路や庭等で糞や尿

をした」が５７．５％で最も多く、次いで、「飼育される犬や猫の鳴き

声がうるさかった」３５．１％、「野良犬、野良猫が道路や庭等で糞や

尿をした」３３．８％、「飼育される犬や猫に吠えられたり、近寄られ

たりして不快に感じた」２１．２％となっています。 

◇飼い主が犬や猫を家族の一員として大切にする気持ちは大事だとする

一方で、飼い方のマナーやモラルの欠如について問題視する意見が多く

寄せられました。 

 

 

 

 

 

 

 

◇住環境の都市化や核家族化の進行により、近隣との関係が希薄化するな

かで、ペットの鳴き声や臭いなどの身近な問題が複雑・長期化し、対人

関係のトラブルにまで発展する傾向も見受けられます。 

 

２ 取組課題 

○動物の飼い主に対する正しい飼い方やしつけ方についての情報提供に

ついて、拡充が求められます。 

○飼い主責任の徹底やモラルの向上に関し、更なる啓発の推進が求められ

ます。 

１ 現 状 

◇犬の登録（飼養）頭数は年々増加してきましたが、近年、横ばいからや

や減少へと転向しています。 

 ◇また、県内における猫の飼養数は、約５４万６千頭となっています。（平

成２４年度推定値） 

 ◇全体的な苦情相談は、件数においては大きな増減なく推移しています。

犬に関するものはほぼ横ばいですが、猫に関するものは増加傾向にあり

ます。 

 ◇迷惑だと感じたことの内容について尋ねたところ、「道路、公園、庭、

畑などで糞や尿をする、また飼い主が糞の始末をしない」が７７．８％

で最も多く、次いで、「鳴き声がうるさい」５０．６％、「猫などがゴミ

捨て場を荒らす」３０．６％、「吠えられたり近寄ってきたりして不愉

快に感じた」２９．１％となっています。 

 

 ◇苦情相談内容では不適正な飼養管理に関するものが最も多く、その原因

として飼い主のモラルの欠如を指摘する声が多く寄せられました。 

 ◇ペット問題の原因について尋ねたところ、「飼い主に、他人に迷惑をか

けずにペットを飼うというモラルが欠けている」が７４．６％で最も多

く、次いで、「飼い主が適正な飼育をしていない」５２．０％、「よく考

えず、安易に流行の動物を購入する人が多い」４０．０％、「ペットを

自由に運動させる場所がないなど飼育環境が悪い」１２．７％となって

います。 

 ◇しつけ方や正しい飼い方についての情報提供の拡充が重要であるとす

る意見をお持ちの方も多くいました。 

 ◇住環境の都市化や核家族化の進行により、近隣との関係が希薄化するな

かで、ペットの鳴き声や臭いなどの身近な問題が複雑・長期化し、対人

関係のトラブルにまで発展する傾向も見受けられます。 

 

 ２ 取組課題 

○動物の飼い主に対する正しい飼い方やしつけ方についての情報提供に

ついて、拡充が求められます。 

○飼い主責任の徹底やモラルの向上に関し、更なる啓発の推進が求められ

ます。 
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○自己の能力を超えた多頭飼育を防止するため、安易な飼養の抑止や適正

な飼養個体数の管理、みだりな繁殖を防止するための不妊・去勢措置等

について、啓発の推進や監視指導の徹底が求められます。 

○「適正な飼養」には、他者に迷惑をかけないばかりでなく、動物の生理

・習性・生態を理解し、動物の健康と安全を維持することも含まれてい

ることを飼い主に理解してもらう必要があります。 

○飼育動物の遺棄行為（捨てること）が犯罪であることの認識を深めるた

め、啓発の推進が求められます。 

○また、みだりに動物を傷つけたり殺したりすることはもちろんのこと、

動物に対し給餌・給水や健康管理を怠り、または飼養密度が著しく適正

を欠いた状態で飼養することなどにより、動物を衰弱させるなどの行為

も虐待行為に該当し、犯罪であることの認識を広めるため、啓発の推進

が求められます。 

○対話や相互理解を必要とする近隣トラブルに対処するため、当事者双方

の仲介人（コーディネーター）としての役割を果たせる人材の確保が求

められます。 

○「子供たちの要望」によりペットを飼い始める家庭も多いため、幼少期

から動物に関する正しい知識や命の大切さなどについて学ぶことが求

められています。 

 

 ３ 目標・展望 

○それぞれの飼い主が責任と自覚を持って正しく動物を飼養・管理するこ

とで、動物による近隣・他者への迷惑行為を防止し、地域において人と

動物が共生するやさしい社会の形成を目指します。 

 

 ４ 施策展開 

 ① 適正飼養啓発の強化 

 ○しつけ方教室やふれあい教室などを通じて、飼い主に対して動物の生態

や正しい飼い方について、知識や技術の提供等に努めます。 

 ○ドッグラン等ペット飼養者が多く利用する施設における出張しつけ方

教室の開催など啓発の機会の拡大に努めます。 

○広報紙やホームページ、スマートフォンアプリなどの各種広報媒体を積

極的に活用するとともに、動物愛護週間におけるキャンペーンや動物愛

護フェスティバル等のイベントを積極的に開催し、適正飼養に係る啓発

の充実に努めます。 

○自己の能力を超えた多頭飼育を防止するため、安易な飼養の抑止や適正

な飼養個体数の管理等について、啓発の推進や監視指導の徹底が求めら

れます。 

○「適正な飼養」には、他者に迷惑をかけないばかりでなく、動物の生理

・習性・生態を理解し、動物の健康と安全を維持することも含まれてい

ることを飼い主に理解してもらう必要があります。 

※（第３章第２節から移動） 

 

○みだりに動物を傷つけたり殺すことはもちろんのこと、給餌・給水や健

康管理などを怠り、動物を衰弱させるなどの行為も虐待行為に該当し、

犯罪であることの認識を深めるため、啓発の推進が求められます。 

 

 

○対話や相互理解を必要とする近隣トラブルに対処するため、当事者双方

の仲介人（コーディネーター）としての役割を果たせる人材の確保が求

められます。 

○「子供たちの要望」によりペットの飼養をはじめる家庭も多いため、幼

少期から動物に関する正しい知識や命の大切さなどについて学ぶこと

が求められています。 

 

 ３ 目標・展望 

○それぞれの飼い主が責任と自覚を持って正しく動物を飼養・管理するこ

とで、動物による近隣・他者への迷惑行為を防止し、地域において人と

動物が共生する動物にやさしい社会の形成を目指します。 

 

 ４ 施策展開 

 ① 適正飼養啓発の強化 

 ○しつけ方教室やふれあい教室などを通じて、飼い主に対して動物の生態

や正しい飼い方について、知識や技術の提供等に努めます。 

 ○ドッグラン等ペット飼養者が多く利用する施設における出張しつけ方

教室の開催など啓発の機会の拡大に努めます。 

○広報紙やホームページをはじめ、各種広報媒体を積極的に活用し、適正

飼養に係る啓発の充実に努めます。 
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② 事業者や関連団体等との協力 

○民間ボランティアや民間企業との協働により、飼い主責任の徹底やモラ

ルの向上についての啓発活動を積極的に推進します。 

○ペットショップ等の協力を得ながら、これから動物の飼養を検討してい

る人を対象に、安易な飼養の抑止や終生飼養義務の遵守、みだりな繁殖

を防止するための不妊・去勢措置等を徹底することについての啓発活動

を積極的に推進します。 

○動物を原因とする近隣トラブルに対して、当事者間の仲介人（コーディ

ネーター）として相談に応じることができる民間ボランティアとの協力

体制を整備します。 

 ③ 動物遺棄虐待防止の啓発推進 

 ○遺棄虐待行為の原因のひとつとして、飼い主の飼養能力を超えて繰り返

される繁殖行為の存在があり、その防止のために特に不妊・去勢措置に

関する啓発に努めます。 

○ペットを捨てることが犯罪であることの認知度がまだまだ低いことか

ら、その周知の強化を行います。 

○虐待行為には、愛護動物の健康及び安全を保持することが困難な場所に

拘束したり、疾病や負傷した際に適切な保護を行わないことも含まれて

いることなど、虐待行為について周知の強化を図ります。 

○「愛護動物の遺棄等虐待防止旬間」における啓発事業等の集中的な実施

により、遺棄虐待行為防止の強化に努めます。 

○虐待の通報が獣医師に義務付けられたことについて、動物病院等に周知

徹底を図ります。 

○遺棄虐待行為を探知した際に、迅速かつ的確に警察等へ通報するため、

関係行政機関や動物病院等との情報共有化などの連携を図ります。 

④ 多頭飼育の適正化 

○周辺への迷惑防止と飼養動物に対する虐待防止の観点から、犬猫多数飼

養届出制の着実な運用により飼養実態の把握に努め、譲渡等による飼養

数の削減や不妊・去勢措置などの適正な飼養について、助言や指導を早

期に行い、動物の健康安全及び飼養環境の悪化防止に努めます。 

 ⑤ 次世代への動物愛護管理の考え方の普及 

○学校での授業などを通じて、子どもたちに動物愛護管理の考え方につい

ての普及啓発を推進するため、教育局との協力体制を整備します。 

 

② 事業者や関連団体等との協力 

○民間ボランティアとの協働により、飼い主責任の徹底やモラルの向上に

ついての啓発活動を積極的に推進します。 

○ペットショップ等の協力を得ながら、これから動物の飼養を検討してい

る人を対象に、安易な飼養の抑止や終生飼養義務の遵守についての啓発

活動を積極的に推進します。 

 

○動物を原因とする近隣トラブルに対して、当事者間の仲介人（コーディ

ネーター）として相談に応じることができる民間ボランティアとの協力

体制を整備します。 

※（第３章第２節から移動） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 多頭飼養の適正化 

○周辺への迷惑防止と飼養動物に対する虐待防止の観点から、犬猫多数飼

養届出制の導入により飼養実態の把握に努め、譲渡等による飼養数の削

減や不妊・去勢措置などの適正な飼養について、助言や指導を早期に行

い、動物の健康安全及び飼養環境の悪化防止に努めます。 

 ④ 次世代への動物愛護管理の考え方の普及 

○学校での授業などを通じて、子どもたちに動物愛護管理の考え方につい

ての普及啓発を推進するため、教育局との協力体制を整備します。 
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第２節 殺処分数の削減 

 

第２節 殺処分数の削減 

 １ 現状 

 ◇犬・猫の殺処分数は毎年減少し、令和元年度には１０年前の平成２１年

度に比べて９分の１以下まで減少しました。 

◇犬については特に大きく減少し、１０年前に比べて２０分の１以下まで

減少しました。 

◇猫についても毎年減少し、１０年前に比べて７分の１以下まで減少しま

した。 

◇猫の収容数は減少傾向にありますが、依然として年間１，０００頭を超

える猫が収容されています。 

 

◇猫の収容の内訳については、約８割前後が所有者不明のものであり、そ

の多くが生後間もない子猫でした。 

◇収容される子猫のほとんどは、飼い主のいない猫（いわゆる野良猫）が

生んだ子猫であるとみられます。 

 

 ２ 取組課題 

○自己の飼養能力を超えた繁殖行為を抑制するため、不妊・去勢措置の実

施について、啓発の推進が求められます。 

 ○安易な飼養の抑制や終生飼養責任の遵守について、啓発の推進が求めら

れます。 

 ※（第３章第１節へ移動） 

 

 ○少しでも多くの命を救うため、元の飼い主への返還や新たな飼い主への

譲渡の推進が求められます。 

 ○また、飼い主のいない猫問題について、広く県民の関心を喚起して、そ

の原因及び飼い主のいない猫を生み出さないための取組等に関する正

しい認識を持ってもらう必要があります。 

 ○犬・猫の殺処分数の削減に当たっては、動物福祉等の観点から、治癒が

困難な負傷や疾病により延命が苦痛となってしまう個体、強い攻撃性を

持つ譲渡不適正の個体など、やむを得ず致死処置を用いる場合の基準を

明確にするよう、十分検討・整理する必要があります。 

 

 １ 現状 

 

 

◇犬については毎年減少し、１０年前に比べて約６分の１近くまで減少し

ました。 

◇猫については、近年では横ばいから減少傾向に転じており、１０年前に

比べて約３分の１近くまで減少しました。 

◇猫の収容数は、平成１５年度（６，３２６頭）にピークを迎え、近年は

減少傾向が見られますが、依然として２，０００頭を超える猫が収容さ

れています。 

◇猫の収容の内訳については、約８割前後が所有者不明のものであり、そ

のほとんどが生後間もない子猫でした。 

 

 

 

 ２ 取組課題 

○自己の飼養能力を超えた繁殖行為を抑制するため、不妊・去勢措置の実

施について、啓発の推進が求められます。 

 ○安易な飼養の抑制や終生飼養責任の遵守について、啓発の推進が求めら

れます。 

 ○飼育動物の遺棄行為（捨てること）が犯罪であることの認識を深めるた

め、啓発の推進が求められます。 

 ○少しでも多くの命を救うため、元の飼い主への返還や新たな飼い主への

譲渡の推進が求められます。 

 ○また、飼い主のいない猫問題について、広く県民の関心を喚起して、そ

の原因及び飼い主のいない猫を生み出さないための取組等に関する正

しい認識を持ってもらう必要があります。 
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 ３ 目標・展望 

 ○それぞれの飼い主が終生飼養の責任を自覚し、その上で不妊・去勢措置

の重要性を理解して、自己の飼養能力を超えた無計画な繁殖行為を繰り

返さないことで、保健所等に収容される動物の数が減少し、結果として

殺処分数も減少します。 

○また、みだりに繁殖行為を繰り返させることは、「飼い主のいない猫」

の生産行為であるということに周囲の関心の目を向けさせ、繁殖行為の

反復を許さない環境基盤を整えます。 

○収容された動物に可能な限り延命の機会が与えられるよう努め、少しで

も多くの動物が殺処分を免れる環境の整備を目指します。 

 

 

 

○以前から最終目標に見据えていた犬・猫の殺処分※ゼロを、本計画の終

期に達成することを目指します。 

６２２頭（令和元年度） → ０頭（令和１２年度） 

※治癒が困難な負傷や疾病により延命が苦痛となってしまう場合や、人

や他の動物の安全の確保のために行う、やむを得ない致死処分につい

ては、慎重な検討を加えた上で除くものとする。 

 ○経過指標値として、本計画開始５年目に犬の殺処分ゼロを達成すること

を目指します。 

  犬 ８６頭（令和元年度） → 犬 ０頭（令和７年度） 

 

 ４ 施策展開 

① 不妊・去勢措置等の啓発推進 

○動物愛護推進員（第４節参照）を始めとするボランティアとの連携によ

り、街頭活動や軒先訪問などを通じて、不妊・去勢措置の重要性、猫の

屋内飼養の必要性及び終生飼養の徹底等についての啓発活動を積極的

に実施します。 

○自治会等の協力を得て、不妊・去勢措置の重要性、猫の屋内飼養の必要

性及び終生飼養の徹底等についての啓発活動を実施します。 

○専門家（獣医師等）による情報発信を推進し、不妊・去勢措置のメリッ

トについて、飼い主の理解を深めます。 

○行政のサポーターとして活動していただけるペットショップ等を募集

し、店頭における啓発媒体（リーフレット、ポスター等）の配布・掲示

 ３ 目標・展望 

 ○それぞれの飼い主が終生飼養の責任を自覚し、その上で不妊・去勢措置

の重要性を理解して、自己の飼養能力を超えた無計画な繁殖行為を繰り

返さないことで、県に収容される動物の数が減少します。 

 

○また、みだりに繁殖行為を繰り返すことは、「飼い主のいない猫」の生

産行為であるということに周囲の関心の目を向けさせ、繁殖行為の反復

を許さない環境基盤を整えます。 

○収容された動物に可能な限り延命の機会が与えられるよう努め、少しで

も多くの動物が殺処分を免れる環境の整備を目指します。 

○飼い主からの犬・猫引取り数の７４パーセント削減（平成２５年度実績 

 比）を目指します。 

９４５頭（平成２５年度） → ２５０頭未満（平成３５年度） 

○犬・猫殺処分ゼロを最終目標として見据え、犬・猫殺処分数の７９パー 

 セント削減（平成２５年度実績比）を目指します。 

２４３０頭（平成２５年度） → ５００頭未満（平成３５年度） 

 

 

 

 

  

 

 

 ４ 施策展開 

① 不妊・去勢措置等の啓発推進 

○動物愛護推進員（第４節参照）を始めとするボランティアとの連携によ

り、街頭活動や軒先訪問などを通じて、不妊・去勢措置の重要性、猫の

屋内飼養の必要性及び終生飼養の徹底等についての啓発活動を積極的

に実施します。 

○自治会等の協力を得て、不妊・去勢措置の重要性、猫の屋内飼養の必要

性及び終生飼養の徹底等についての啓発活動を実施します。 

○専門家（獣医師等）による情報発信を推進し、不妊・去勢措置のメリッ

トについて、飼い主の理解を深めます。 

○行政のサポーターとして活動していただけるペットショップ等を募集

し、店頭における啓発媒体（リーフレット、ポスター等）の配布・掲示
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及び顧客に対する飼い主責任についての積極的な呼びかけ等に協力し

ていただきます。 

※（第３節第１章へ移動） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 個体識別措置の推進・徹底 

○名札装着などの所有明示措置の実施、特にマイクロチップの装着及び情

報登録機関への所有者情報の登録について、積極的な普及推進に取り組

みます。 

○犬への鑑札・注射済票の装着が徹底されるよう努めます。 

③ 収容動物の返還の推進 

○飼い主への返還を推進するため、埼玉県迷子動物検索テレホンサービス

の利用促進を図るとともに、保護した動物に関してホームページ等   

を活用した情報提供の機会拡大に努めます。 

④ 譲渡の推進 

○新たな飼い主への譲渡事業を推進するため、ボランティアとの連携を図

ります。 

○子猫育成ボランティア（ミルクボランティア）登録制度の活用などによ

り、これまでは死亡しやすく譲渡することが困難であった幼齢の子猫の

譲渡を推進します。 

○成犬・成猫の譲渡促進のため、動物関係専門学校（トリミングスクール

やトレーナー養成スクールなど）をはじめ動物との関わりが深い民間企

業との協力関係を築きます。 

⑤ 引取り再考の推進 

及び顧客に対する飼い主責任についての積極的な呼びかけ等に協力し

ていただきます。 

 ② 動物遺棄虐待防止の啓発推進 

 ○遺棄虐待行為の背景には、飼い主の飼養能力を超えて繰り返される繁殖

行為の存在があります。これを社会的認識として合意形成することで、

「捨てにくい」から「増やしにくい」にシフトした環境づくりに努めま

す。 

○ペットを捨てることが犯罪であることの認知度がまだまだ低いことか

ら、その周知の強化を行います。 

○虐待行為には、愛護動物の健康及び安全を保持することが困難な場所に

拘束したり、疾病や負傷した際に適切な保護を行わないことも含まれて

いることなど、虐待行為について周知の強化を図ります。 

○「愛護動物の遺棄等虐待防止旬間」における啓発事業等の集中的な実施

により、遺棄虐待行為防止の強化に努めます。 

○遺棄虐待行為を探知した際に、迅速かつ的確に警察等へ通報するため、

関係行政機関や動物病院等との情報共有化などの連携を図ります。 

③ 個体識別措置の推進・徹底 

○名札装着などの所有者明示措置の実施、特にマイクロチップの装着につ

いて、積極的な普及推進に取り組みます。 

 

○犬への鑑札・注射済票の装着が徹底されるよう努めます。 

④ 収容動物の返還の推進 

○飼い主への返還を推進するため、埼玉県迷子動物検索テレホンサービス

の利用促進を図るとともに、保護した動物に関してホームページ等   

を活用した情報提供の機会拡大に努めます。 

⑤ 譲渡の推進 

○新たな飼い主への譲渡事業を推進するため、ボランティアとの連携を図

ります。 

 

 

 

○成犬・成猫の譲渡促進のため、動物関係専門学校（トリミングスクール

やトレーナー養成スクールなど）をはじめ動物との関わりが深い民間企

業との協力関係を築きます。 

⑥ 引取り再考の推進 
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○犬・猫の引取り窓口において引取りを希望する飼い主に対し、再考を促

す啓発リーフレット等を配布します。 

○再考により引取りを思いとどまり、新たな飼い主を探す努力をする方へ

のバックアップに努めます。 

⑥ 飼い主のいない猫対策の推進 

○飼い主のいない猫に対する後先を考えない無責任な餌やり行為が望ま

しくないことについて普及啓発を強化します。 

○飼い主のいない猫による問題の解決手段のひとつとして地域猫活動に

着目し、地域における導入の促進に向けて、普及啓発や技術的助言を行

うための環境を整備します。 

○地域猫活動の支援体制については、市町村やボランティア団体等からの

意見を聴きながら、そのあり方の検討を行い、充実を図ります。 

○飼い主のいない猫の不妊・去勢手術に関する支援制度については、よ

り効果的な運用方法を検討し、充実を図ります。 

 

○犬・猫の引き取り窓口において引き取りを希望する飼い主に対し、再考

を促す啓発リーフレット等を配布します。 

○再考により引き取りを思いとどまり、新たな飼い主を探す努力をする方

へのバックアップに努めます。 

⑦ 地域猫活動の推進 

 

 

○飼い主のいない猫による問題の解決手段のひとつとして地域猫活動に

着目し、地域における導入の促進に向けて、普及啓発や技術的助言を行

うための環境を整備します。 

○地域猫活動の支援体制については、市町村やボランティア団体等からの

意見を聴きながら、そのあり方の検討を行い、充実を図ります。 

 

第３節 動物取扱業の適正化 

 

第３節 動物取扱業の適正化 

 １ 現状 

 

 

◇平成１７年の動物愛護管理法改正により、動物取扱業について、届出制

からより厳しい登録制へと切り替わるとともに、対象業種範囲も拡大さ

れました。 

◇平成２４年には、同法及び政省令の改正により動物取扱業の業種とし

て、新たに２業種（競りあっせん業、譲受飼養業）が追加されるとと

もに、従来の動物取扱業は第一種動物取扱業として規制が強化されま

した。また、動物愛護団体等の営利性を持たない行為を対象に、第二

種動物取扱業の届出制度が新設されました。 

◇令和元年には、同法の改正により、第一種動物取扱業の遵守基準の具

体化や取り扱う犬や猫へのマイクロチップ装着の義務化などが新たに

規定されました。 

◇現在、動物取扱業の登録・届出に関する事務及び対象施設に対する監視

・指導等は、保健所において実施しています。 

＊さいたま市では、市動物愛護ふれあいセンターが実施しています。 

 １ 現状 

◇平成１１年の動物愛護管理法改正により、動物取扱業について届出制が

導入され、県内の当該業者数が業態別に把握されるようになりました。 

◇平成１７年には同法の改正により、動物取扱業について、届出制からよ

り厳しい登録制へと切り替わるとともに、対象業種範囲も拡大されまし

た。 

◇平成２４年には、同法及び政省令の改正により動物取扱業の業種とし

て、新たに２業種（競りあっせん業、譲受飼養業）が追加されるとと

もに、従来の動物取扱業は第一種動物取扱業として規制が強化されま

した。また、動物愛護団体等の営利性を持たない行為を対象に、第二

種動物取扱業の届出制度が新設されました。 

 

 

 

◇現在、動物取扱業の登録・届出に関する事務及び対象施設に対する監視

・指導等は、保健所において実施しています。 

＊さいたま市では、市動物愛護ふれあいセンターが実施しています。 
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◇動物取扱業者には、施設の維持管理や動物の取扱方法等について、細か

な遵守事項が定められています。保健所等は、定期的な監視により施設

の管理状況等をチェックするとともに、取り扱う動物の健康や安全を含

め、適切な管理等がなされるよう指導しています。 

 

２ 取組課題 

 ○行政が事業者に対し、必要な指導を行っていくためにも事前登録を徹底

させ、無登録業者を排除することが重要です。 

○動物取扱業者に法令遵守事項を徹底させるとともに、不適切な管理を続

ける業者を排除していく必要があります。 

○動物愛護管理法により事業所ごとに設置が義務付けられている動物取

扱責任者について、日々変化する情勢の変化に対応し、動物取扱業に係

る業務を適正に実施するため、資質向上を図っていくことも必要です。 

○必要事項を記載した標識の店頭掲示や顧客への販売前の事業所におけ

る現物確認や対面説明など、動物取扱業者に義務付けられた責任事項等

について、広く一般利用者へも周知していく必要があります。 

 

３ 目標・展望 

○動物取扱業者が動物愛護管理法の理念を遵守し、自らの業行為を適切に

行っていくことはもちろんですが、さらに、動物に関する様々な情報の

発信源として、また、飼い主にとっての良きアドバイザーとして、人と

動物が共生する社会の実現に向け、リーダーシップを発揮できる存在と

なることを目指します。 

 

４ 施策展開 

① 動物取扱業への監視の強化 

○行政が発信する情報の周知時期に合わせるなど、事業所等への効率的な

監視・指導を行い、動物取扱業の適正化に努めます。 

○一度に５０頭以上の動物を扱える大規模飼養施設を擁する事業者につ

いては、継続的な監視を行い、飼養動物の健康及び安全が維持されるよ

う努めます。 

○令和４年６月には、販売業者が取り扱う犬や猫へのマイクロチップの

装着及び所有者情報の登録などが義務化されることから、その周知及

び実施の徹底を図ります。 

② 動物取扱業の資質の向上 

◇動物取扱業者には、施設の維持管理や動物の取扱方法等について、細か

な遵守事項が定められています。保健所等は、定期的な監視により施設

の管理状況等をチェックするとともに、取扱う動物の健康や安全を含

め、適切な管理等がなされるよう指導しています。 

 

２ 取組課題 

 ○行政が事業者に対し、必要な指導を行っていくためにも事前登録を徹底

させ、無登録業者を排除することが重要です。 

○動物取扱業者に法令遵守事項を徹底させるとともに、不適切な管理を続

ける業者を排除していく必要があります。 

○動物愛護管理法により事業所ごとに設置が義務付けられている動物取

扱責任者について、日々変化する情勢の変化に対応し、動物取扱業に係

る業務を適正に実施するため、資質向上を図っていくことも必要です。 

○必要事項を記載した標識の店頭掲示や顧客への販売前の現物確認や対

面説明など、動物取扱業者に義務付けられた責任事項等について、広く

一般利用者へも周知していく必要があります。 

 

３ 目標・展望 

○動物取扱業者が動物愛護管理法の理念を遵守し、自らの業行為を適切に

行っていくことはもちろんですが、さらに、動物に関する様々な情報の

発信源として、また、飼い主にとっての良きアドバイザーとして、人と

動物が共生する社会の実現に向け、リーダーシップを発揮できる存在と

なることを目指します。 

 

４ 施策展開 

① 動物取扱業への監視の強化 

○行政が発信する情報の周知時期に合わせるなど、事業所等への効率的な

監視・指導を行い、動物取扱業の適正化に努めます。 

○一度に５０頭以上の動物を扱える大規模飼養施設を擁する事業者につ

いては、継続的な監視を行い、飼養動物の健康及び安全が維持されるよ

う努めます。 

 

 

 

② 動物取扱業の資質の向上 



17/23  

改 正 後 現   行 

○動物取扱責任者が果たすべき役割についての自己評価ができる機会を

提供します。 

○動物取扱責任者へのアンケート調査等により、動物取扱責任者研修のテ

ーマ等について、受講者ニーズの的確な把握に努めます。 

○優良な動物取扱業者の育成及び業界全体の資質向上を図るために、事業

者が主体となって行う活動を支援し、その取組を促進します。 

 

○第一種動物取扱業の利用者に向け啓発事業を展開することにより、標識

等の掲示、販売前の事業所における現物確認・対面説明の徹底等、第一

種動物取扱業者に課せられた義務についての周知徹底を図ります。 

 

○動物取扱責任者が果たすべき役割についての自己評価ができる機会を

提供します。 

○動物取扱責任者へのアンケート調査等により、動物取扱責任者研修のテ

ーマ等について、受講者ニーズの的確な把握に努めます。 

○事業者による自発的な活動を通じて、業界全体の資質向上を図るため、

優良事業者の表彰制度等を設け、動物取扱業の適正化においてリーダー

的な人材の発掘に努めます。 

○第一種動物取扱業の利用者に向け啓発事業を展開することにより、標識

等の掲示、販売前の現物確認・対面説明の徹底等、第一種動物取扱業者

に課せられた義務についての周知徹底を図ります。 

 

第４節 地域活動の推進 

 

第４節 地域活動の推進 

１ 現状 

◇埼玉県では地域における活動を通じて動物愛護の推進に協力いただく

ことを目的に、動物愛護管理法第３８条に基づき現在３２９名（令和２

年度当初）の動物愛護推進員（以下「推進員」という。）を委嘱してい

ます。 

◇また、推進員の委嘱推進をはじめ推進員の活動に対する支援等を行うこ

とを目的に、動物愛護管理法第３９条に基づき動物愛護推進員活動支援

協議会（以下「協議会」という。）を設置しています。 

◇推進員を増員することにより、動物愛護活動の更なる充実を図るため、

協議会の推薦による委嘱に加え、平成２１年度から公募制による委嘱

を開始しました。 

◇平成２４年に行われた動物愛護管理法の改正で、推進員の活動に災害

発生時における動物の保護等への協力に関する項目が追加規定されま

した。 

◇埼玉県では動物指導センターにおいて、動物とのふれあいによる心身の

機能回復や健康増進を図るため、ボランティアとの連携により、老人介

護施設や児童養護施設などでのアニマルセラピー活動事業を実施して

います。 

◇令和元年度末現在、７０名に事業協力ボランティア（アニマルセラピー

部門）を委嘱し、御協力いただいております。 

◇また、事業に参加する活動犬の認定制度を設け、令和元年度末現在、ボ

１ 現状 

◇埼玉県では地域における活動を通じて動物愛護の推進に協力いただく

ことを目的に、動物愛護管理法第３８条に基づき現在２２８名（平成２

６年度当初）の動物愛護推進員（以下「推進員」という。）を委嘱して

います。 

◇また、推進員の委嘱推進をはじめ推進員の活動に対する支援等を行うこ

とを目的に、動物愛護管理法第３９条に基づき動物愛護推進員活動支援

協議会（以下「協議会」という。）を設置しています。 

◇推進員を増員することにより、動物愛護活動の更なる充実を図るため、

協議会の推薦による委嘱に加え、平成２１年度から公募制による委嘱

を開始しました。 

◇平成２４年に行われた動物愛護管理法の改正で、推進員の活動に災害

発生時における動物の保護等への協力に関する項目が追加規定されま

した。 

◇埼玉県では動物指導センターにおいて、動物とのふれあいによる心身の

機能回復や健康増進を図るため、ボランティアとの連携により、老人介

護施設や児童養護施設などでのアニマルセラピー活動事業を実施して

います。 

◇平成２５年度末現在、９２名に事業協力ボランティア（アニマルセラピ

ー部門を委嘱し、御協力いただいております。 

◇また、事業に参加する活動犬の認定制度を設け、平成２５年度末現在、
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ランティアが所有する２２頭が活動犬として認定されています。 

◇近年では、動物愛護団体や福祉施設が自主的にアニマルセラピー活動

に取り組む動きが見られるようになってきました。 

 

２ 取組課題 

○県内全域で推進員を公募し、どの地域でも活動が展開できるようにする

必要があります。 

○推進員の活動分野について多様化を図り、幅広い分野で対応できるよう

にする必要があります。 

○推進員相互の連携が図れる体制を整える必要があります。 

○地域ニーズの複雑・多様化に対応するため、推進員の資質向上を図って

いく必要があります。 

○県内のどの地域でもアニマルセラピー活動が展開できるよう、ボランテ

ィアの充実を図る必要があります。 

○また、アニマルセラピー活動を行う活動犬等の介在動物については、相

応の訓練や健康管理が求められます。このため、活動の規模や内容に応

じた個体確保の推進が求められます。 

 

３ 目標・展望 

○民間ボランティアの協力を得て地域における諸問題の解決や啓発活動

の推進に積極的に取り組みます。 

○推進員や動物指導センターの事業協力を行うボランティアなどを含め

た、包括的なボランティア制度（彩の国動物愛護ボランティア）を設け、

計１０００名のボランティア体制を確保します。 

 

４ 施策展開 

① 動物愛護推進員制度の充実 

○推進員の委嘱状況等に関する情報について、配置地域別、活動分野別に

整理し、リスト化するなどして人材データバンクの構築を図ります。 

○推進員同士の情報交換会の開催や機関通信紙の発行等により、推進員相

互の交流を積極的に推進します。 

○推進員に対する定期研修会の開催や活動支援マニュアルの作成等によ

り、推進員への支援及び育成を行います。 

○ホームページ等を通じ推進員の存在や活動について、広く一般への周知

に努めます。 

ボランティアが所有する３１頭が活動犬として認定されています。 

 

 

 

２ 取組課題 

○県内全域に推進員を配置し、どの地域でも活動が展開できるようにする

必要があります。 

○推進員の活動分野について多様化を図り、幅広い分野で対応できるよう

にする必要があります。 

○推進員相互の連携が図れる体制を整える必要があります。 

○地域ニーズの複雑・多様化に対応するため、推進員の資質向上を図って

いく必要があります。 

○県内のどの地域でもアニマルセラピー活動が展開できるよう、ボランテ

ィアの充実を図る必要があります。 

○また、アニマルセラピー活動を行う活動犬等の介在動物については、相

応の訓練や健康管理が求められます。このため、活動の規模や内容に応

じた個体確保の推進が求められます。 

 

３ 目標・展望 

○民間ボランティアの協力を得て地域における諸問題の解決や啓発活動

の推進に積極的に取り組みます。 

○動物愛護推進員や動物指導センターの事業協力を行うボランティアな 

どを含めた、包括的なボランティア制度（彩の国動物愛護ボランティア） 

を設け、計１０００名のボランティア体制を確保します。 

 

４ 施策展開 

① 動物愛護推進員制度の充実 

○推進員の委嘱状況等に関する情報について、配置地域別、活動分野別に

整理し、リスト化するなどして人材データバンクの構築を図ります。 

○推進員同士の情報交換会の開催や機関通信紙の発行等により、推進員相

互の交流を積極的に推進します。 

○推進員に対する定期研修会の開催や活動支援マニュアルの作成等によ

り、推進員への支援及び育成を行います。 

○ホームページ等を通じ推進員の存在や活動について、広く一般への周知

に努めます。 
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② 動物介在活動（AAA : Animal Assisted Activity）の支援 

○一般の動物愛護ボランティアの中からアニマルセラピーへの関心や活

動の素質を有する人材の発掘に努め、アニマルセラピーボランティアの

拡充を図ります。 

○アニマルセラピー活動犬の養成教室や認定試験を実施し、活動の規模や

内容に適した活動犬の育成の推進を図ります。 

 

○アニマルセラピー活動に自主的に取り組む動物愛護団体などの支援を

進めます。 

 

② 動物介在活動（AAA : Animal Assisted activity）の拡充 

○一般の動物愛護ボランティアの中からアニマルセラピーへの関心や活

動の素質を有する人材の発掘に努め、アニマルセラピーボランティアの

拡充を図ります。 

○ボランティア所有の活動犬以外に、動物指導センター等に収容される犬

の中から独自に活動犬を養成するなどして、アニマルセラピー活動犬の

拡充を図ります。 

 

第５節 県民と動物の安全確保 

 

第５節 県民と動物の安全確保 

 １ 現 状 

◇県動物指導センターでは県内の犬や猫について、寄生虫を始め各種感染

症の保有実態の把握に努めています。このため、県衛生研究所と協同し、

同センターに収容される犬や猫の血液検査や糞便検査によるモニタリ

ング調査を実施しています。 

◇本調査により、平成１７年度には本州で初めて犬のエキノコックス症の

感染例を確認しました。 

◇ふれあい事業等の参加者の「人と動物の共通感染症」への感染リスク軽

減を図るため、ふれあい動物に対し糞便検査（細菌、寄生虫卵）等を実

施しています。 

◇動物愛護管理法の改正により平成１８年６月から、人の生命、財産等に

害を加えるおそれがある動物（特定動物）の飼養・保管について、許可

制が導入されました。 

◇令和元年の動物愛護管理法の改正により、令和２年６月から特定動物を

愛玩目的で新たに飼養・保管することが禁止されるとともに、特定動物

の交雑種が規制の対象に追加されました。 

 

 

 

◇現在、特定動物の飼養・保管に関する許可事務及び当該飼養施設に対す

る監視・指導等は、保健所において実施しています。 

＊さいたま市では、市動物愛護ふれあいセンターが実施しています。 

 １ 現 状 

◇県動物指導センターでは県内の犬や猫について、寄生虫を始め各種感染

症の保有実態の把握に努めています。このため、県衛生研究所と協同し、

同センターに収容される犬や猫の血液検査や糞便検査によるモニタリ

ング調査を実施しています。 

◇本調査により、平成１７年度には本州で初めて犬のエキノコックス症の

感染例を確認しました。 

◇ふれあい事業等の参加者の「人と動物の共通感染症」への感染リスク軽

減を図るため、ふれあい動物に対し糞便検査（細菌、寄生虫卵）等を実

施しています。 

◇動物愛護管理法の改正により平成１８年６月から、人の生命、財産等に

害を加えるおそれがある動物（特定動物）の飼養・保管について、許可

制が導入されました。 

◇埼玉県では動物愛護管理法の改正以前から、危険な動物の飼養・保管に

ついて、条例による許可制を導入していましたが、法律による全国一律

の許可制導入に伴い、条例の許可制度を廃止しました。 

◇法律による許可対象動物の種類が条例よりも多くなり、さらに、条例で

は対象外としていた動物園なども対象とされたため、県内の飼養許可件

数は増加しました。 

◇現在、特定動物の飼養・保管に関する許可事務及び当該飼養施設に対す

る監視・指導等は、保健所において実施しています。 

＊さいたま市では、市動物愛護ふれあいセンターが実施しています。 
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◇ペット同行避難という言葉を知っているか県政サポーターアンケート

を実施したところ、「全く知らなかった」という方が４５．８％で最も

多く、次いで「言葉は聞いたことがあるが、詳しくは知らない」が３６．７

％、「言葉も意味も知っている」が１７．５％でした。 

◇被災時の円滑な同行避難や救護のためには、飼い主による平常時からの

ペットのしつけやワクチン接種等の適正な飼養管理とともに、ケージや

フード等のペット防災物資の準備が必要です。 

◇現在、県内で飼養されている動物の数は、犬・猫だけでも約１０５万頭

と推定され、直下型地震などの大規模都市災害が発生した場合、多くの

ペットも被災することが予想されます。 

◇社会における動物愛護の気風が高まるにつれ、一般のペット動物だけで

なく、実験動物や畜産動物などについても、一定の節度をもって適正に

取り扱われることが求められるようになってきました。 

 

２ 取組課題 

○「人と動物の共通感染症」に関する調査・研究の充実を図るとともに、

動物取扱業者や飼い主に対して、感染予防に関する正しい知識について

啓発していく必要があります。 

○特定動物の飼養実態を的確に把握し、行政の監視下において適切な飼養

・管理の徹底を図らせるためにも、当該許可制度についての周知徹底に

努め、無許可飼養者を排除することが重要です。 

○大規模災害に備え、平常時からのペットと飼い主の災害対策について啓

発を行うことや、被災動物の救護体制を整備することが求められます。 

○災害発生時にペットと共に避難場所へ避難する「ペット同行避難」の

認知度が未だに低いことから、県民に向けて広く周知し、その認知及

び理解を深めることが求められます。 

○また、ペット同行避難ができる環境の整備に取り組む市町村を支援し

ていく必要があります。 

○令和４年６月から、一般飼養者が飼養する犬や猫へのマイクロチップ

装着が努力義務化されることから、マイクロチップ装着について一層

の啓発が求められます。 

○特定の目的を持って飼養・管理される動物についても、可能な限り、動

物福祉の観点から適切に取り扱われるよう、動物実験施設や畜産施設等

○特定動物の許可施設に対する監視・指導件数は、本計画の当初開始時（平

成２０年度）以降、増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

◇現在、県内で飼養されている動物の数は、犬・猫だけでも約１１６万頭

と推定され、直下型地震などの大規模都市災害が発生した場合、多くの

ペットも被災することが予想されます。 

◇社会における動物愛護の気風が高まるにつれ、一般のペット動物だけで

なく、実験動物や畜産動物などについても、一定の節度をもって適正に

取り扱われることが求められるようになってきました。 

 

２ 取組課題 

○「人と動物の共通感染症」に関する調査・研究の充実を図るとともに、

動物取扱業者や飼い主に対して、感染予防に関する正しい知識について

啓発していく必要があります。 

○特定動物の飼養実態を的確に把握し、行政の監視下において適切な飼養

・管理の徹底を図らせるためにも、当該許可制度についての周知徹底に

努め、無許可飼養者を排除することが重要です。 

○大規模災害に備え、被災動物の救護体制を整備することが求められま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○特定の目的を持って飼養・管理される動物についても、可能な限り、動

物福祉の観点から適切に取り扱われるよう、動物実験施設や畜産施設等
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に対する啓発が求められます。 

 

３ 目標・展望 

○動物が人に迷惑をかけることも人から危害を加えられることもない環

境づくりを目指し、人と動物が安心して共生できる社会基盤の整備を図

ります。 

 

４ 施策展開 

① 人と動物の共通感染症に対する調査研究 

○衛生研究所等の協力を得て、動物指導センター等における「人と動物の

共通感染症」関連の調査・研究事業の充実を図ります。 

② 人と動物の共通感染症に対する啓発の強化 

○動物展示（ふれあい）施設等に対して、「人と動物の共通感染症」対策

に関する正しい知識を啓発していきます。 

③ 特定動物（危険な動物）から人への危害防止 

○特定動物を新たに愛玩目的で飼養・保管することが禁止されるととも

に、特定動物の交雑種が規制対象に追加されたことについて周知を推進

し、遵守を徹底します。 

○特定動物飼養施設における逸走防止措置、危害防止措置及び所有明示措

置等が確実に講じられるよう、定期的に監視を行います。 

○災害時等における、特定動物の万が一の逸走に備え、日頃から関係機関

と連携し、情報の共有化に努めます。 

④ 人とペットの災害対策の推進 

○飼い主に対し、平常時からのペットのしつけや健康管理、所有明示措置、

必要な物資の備えなどについての啓発に努めます。 

○ペット同行避難について県民に向けて広く周知し、その内容が正しく理

解されるよう啓発に努めます。 

○自治体や避難所管理者を対象としたペット同行避難ガイドラインを作

成し、避難所におけるペット受入れ体制の整備を促進します。 

○災害時に最低限必要な食料や用品等を備蓄するための災害時非常備蓄

庫の確保に努めます。 

○ペットフードメーカーや地域量販店等の協力を得て、非常用物資の供給

源確保に努めます。 

○獣医師会や動物愛護団体等と連携し、同行避難啓発や放浪動物の救護に

係る協力体制を整えていきます。 

に対する啓発が求められます。 

 

３ 目標・展望 

○動物が加害者にも被害者にもならないような環境づくりを目指し、人と

動物が安心して共生できる社会基盤の整備を図ります。 

 

 

４ 施策展開 

① 人と動物の共通感染症に対する調査研究 

○衛生研究所等の協力を得て、動物指導センター等における「人と動物の

共通感染症」関連の調査・研究事業の充実を図ります。 

② 人と動物の共通感染症に対する啓発の強化 

○動物展示（ふれあい）施設等に対して、「人と動物の共通感染症」対策

に関する正しい知識を啓発していきます。 

③ 特定動物（危険な動物）から人への危害防止 

○ペットショップ等を通じて、特定動物の飼養・保管に関する許可制度に

ついての周知に努めます。 

 

○特定動物飼養施設における逸走防止措置、危害防止措置及び所有者明示

措置等が確実に講じられるよう、定期的に監視を行います。 

○災害時等における、特定動物の万が一の逸走に備え、日頃から関係機関

と連携し、情報の共有化に努めます。 

④ 災害発生時の被災動物の救護体制の整備 

○一般飼養者に対し、日頃からの備えや心がけについての啓発に努めま

す。 

 

 

 

 

○災害時に最低限必要な食料や用品等を備蓄するための災害時非常備蓄

庫の確保に努めます。 

○ペットフードメーカーや地域量販店等の協力を得て、非常用物資の供給

源確保に努めます。 

○獣医師会や動物愛護団体等と連携し、同行避難啓発や放浪動物の救護に

係る協力体制を整えていきます。 
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○災害発生時に動物救護をサポートしていただける方を募り、平常時から

人材を確保し、災害発生時における協力体制の整備に努めます。 

○マイクロチップ装着の一層の推進に努めるとともに、情報登録機関への

所有者情報の登録について周知を図ります。 

⑤ 実験動物の取扱いに関する啓発 

○動物実験施設等への「実験動物の飼養及び保管並びに苦痛の軽減に関す

る基準」の一層の周知、特に「３Ｒの原則」について啓発していきます。 

 ⑥ 産業動物・使役動物の取扱いに関する啓発 

○農林部の協力を得て、家畜の取扱いについて、畜産業者等への「産業動

物の飼養及び保管に関する基準」の周知を行います。 

  

 

○災害時における産業動物の取扱いについて、農林部その他関係機関との

連携及び必要な情報の共有を図ります。 

○環境部の協力を得て、狩猟犬の取扱いについて、県内猟友会等へ動物愛

護の観点に基づいた飼養管理等の周知に努めます。 

○福祉部の協力を得て、身体障害者補助犬の取扱いについて、県内の身体

障害者補助犬使用者及び身体障害者補助犬の育成関係者に対し動物愛

護の観点に基づいた飼養管理等の周知に努めます。 

 

○災害発生時に動物救護をサポートしていただける方を募り、平常時から

人材を確保し、災害発生時における協力体制の整備に努めます。 

○マイクロチップ装着の推進に努めます。 

 

⑤ 実験動物の取扱いに関する啓発 

○動物実験施設等への「実験動物の飼養及び保管並びに苦痛の軽減に関す

る基準」の一層の周知、特に「３Ｒの原則」について啓発していきます。 

 ⑥ 産業動物・使役動物の取扱いに関する啓発 

○農林部の協力を得て、家畜の取扱について、畜産業者等への「産業動物

の飼養及び保管に関する基準」の周知を行います。 

 ＊農林水産省においても、国際的な動物福祉の基準に対応するための事業

を検討しています。 

○災害時における産業動物の取扱いについて、農林部その他関係機関との

連携及び必要な情報の共有を図ります。 

○環境部の協力を得て、狩猟犬の取扱について、県内猟友会等へ動物愛護

の観点に基づいた飼養管理等の周知に努めます。 

○福祉部の協力を得て、身体障害者補助犬の取扱について、県内の身体障

害者補助犬使用者及び身体障害者補助犬の育成関係者に対し動物愛護

の観点に基づいた飼養管理等の周知に努めます。 

 

第４章 計画の推進 

 

第４章 計画の推進 

第１節 計画の周知 第１節 計画の周知 

本計画について、通知を始め関連する会議、研修の場での説明を通じて

各市町村、関係機関及び関係団体の理解を深めるとともに、ホームページ

等の広報媒体や関連イベント等での紹介を通じて広く県民への周知を図

るよう努めます。 

 

本計画について、通知を始め関連する会議、研修の場での説明を通じて

各市町村、関係機関及び関係団体の理解を深めるとともに、ホームページ

等の広報媒体や関連イベント等での紹介を通じて広く県民への周知を図

るよう努めます。 

 

第２節 関係機関との連携 第２節 関係機関との連携 

 （１）市町村との連携 

  県は、本計画に掲げる施策の推進を図る上で必要な市町村との連携体制

の構築に努めるとともに、市町村担当者との交流の場を設け、積極的な意

見交換等を行います。 

また、県は、技術的助言や情報提供など、市町村が地域における動物愛

 （１）市町村との連携 

  県は、本計画に掲げる施策の推進を図る上で必要な市町村との連携体制

の構築に努めるとともに、市町村担当者との交流の場を設け、積極的な意

見交換等を行います。 

また、県は、技術的助言や情報提供など、市町村が地域における動物愛
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護管理施策を推進する上で必要な支援を行うものとします。 

（２）動物関係団体との連携 

関係公益団体を始め、地元の動物愛護団体や個人ボランティアとの連携

体制を整備し、それぞれの得意分野や特性を活かしながら、適切な役割分

担により本計画の推進を図ります。 

（３）他の都道府県との連携 

他の都道府県と共通する課題や広域的な対応が必要な事例については、

緊密な連携を図りながら、広域的な視点からの取組を図ります。 

（４）その他の関係機関等との連携 

動物愛護部局以外で動物との関わりを持つ機関等に対し、動物愛護の観

点から、動物との向き合い方や接し方などについての周知に努め、広く動

物福祉の推進を図ります。 

 

護管理施策を推進する上で必要な支援を行うものとします。 

（２）動物関係団体との連携 

関係公益団体を始め、地元の動物愛護団体や個人ボランティアとの連携

体制を整備し、それぞれの得意分野や特性を活かしながら、適切な役割分

担により本計画の推進を図ります。 

（３）他の都道府県との連携 

他の都道府県と共通する課題や広域的な対応が必要な事例については、

緊密な連携を図りながら、広域的な視点からの取り組みを図ります。 

（４）その他の関係機関等との連携 

動物愛護部局以外で動物との関わりを持つ機関等に対し、動物愛護の観

点から、動物との向き合い方や接し方などについての周知に努め、広く動

物福祉の推進を図ります。 

 

第３節 推進体制の整備 第３節 推進体制の整備 

専門的な知識や技術を習得した職員の養成を推進するとともに、動物愛

護管理行政を担当する組織のあり方についても視野に入れながら、高度な

監視体制の構築に努めます。 

  また、「人と動物の共通感染症」の調査研究や関連ボランティアの養成

などについての中枢機関として、県動物指導センターの機能強化を図りま

す。 

 

専門的な知識や技術を習得した職員の養成を推進するとともに、動物愛

護管理行政を担当する組織のあり方についても視野に入れながら、高度な

監視体制の構築に努めます。 

  また、「人と動物の共通感染症」の調査研究や関連ボランティアの養成

などについての中枢機関として、県動物指導センターの機能強化を図りま

す。 

 

第４節 計画の進行管理 第４節 計画の進行管理 

本計画に基づく施策の進捗状況について年度ごとに目標達成状況をホ

ームページ等の広報媒体を通じて公表します。また、社会情勢の変化や目

標の達成状況に応じて施策展開に反映します。 

さらに、県政サポーターアンケートなどを利用し、状況に応じて動物の

飼養等に係る県民の意見を募集し、計画推進の指標とします。 

 

本計画に基づく施策の進捗状況について年度ごとに目標達成状況をホ

ームページ等の広報媒体を通じて公表します。また、社会情勢の変化や目

標の達成状況に応じて施策展開に反映します。 

さらに、県政モニターアンケートなどを利用し、状況に応じて動物の飼

養等に係る県民の意見を募集し、計画推進の指標とします。 

 

  

  

 


